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第 2 号 平成26年度徳島県一般会計補正予算（第4号）

平成26年度徳島県一般会計の補正予算（第4号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ6，369，564千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ488，535，630千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第1表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第2条 地方債の変更は，「第2表地方債補正」による。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第1表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

9 国 庫 支 出 金 57，011，481 512，230 57，523，711

1 国 庫 負 担 金 28，846，687 6，512 28，853，199

2 国 庫 補 助 金 27，028，694 437，678 27，466，372

3 委 託 金 1，136，100 68，040 1，204，140

12 繰 入 金 95，428，837 47，630 95，476，467

2 基 金 繰 入 金 34，160，426 47，630 34，208，056

千円 千円 千円
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13 繰 越 金 2，378，018 5，762，638 8，140，656

1 繰 越 金 2，378，018 5，762，638 8，140，656

14 諸 収 入 15，599，716 23，066 15，622，782

8 雑 入 2，733，136 23，066 2，756，202

15 県 債 59，790，000 24，000 59，814，000

1 県 債 59，790，000 24，000 59，814，000

歳 入 合 計 482，166，066 6，369，564 488，535，630

歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2 総 務 費 28，503，018 4，605，110 33，108，128

1 総 務 管 理 費 14，407，552 4，511，238 18，918，790

2 企 画 費 2，162，870 23，334 2，186，204

6 防 災 費 5，050，749 70，538 5，121，287

3 民 生 費 57，758，760 1，023，661 58，782，421

1 社 会 福 祉 費 41，947，499 6，994 41，954，493

2 児 童 福 祉 費 9，920，650 1，016，667 10，937，317

再校
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4 衛 生 費 25，199，652 296，182 25，495，834

1 公 衆 衛 生 費 5，506，344 1，500 5，507，844

2 環 境 衛 生 費 3，360，745 1，000 3，361，745

4 医 薬 費 5，653，577 293，682 5，947，259

5 労 働 費 6，455，233 3，500 6，458，733

1 労 政 費 5，324，115 3，500 5，327，615

6 農 林 水 産 業 費 30，808，973 275，137 31，084，110

1 農 業 費 4，751，145 178，169 4，929，314

2 園 芸 費 801，058 12，355 813，413

3 畜 産 業 費 959，181 20，859 980，040

4 農 地 費 9，953，320 4，539 9，957，859

5 林 業 費 12，263，198 10，715 12，273，913

6 水 産 業 費 2，081，071 48，500 2，129，571

7 商 工 費 63，968，604 45，893 64，014，497

1 商 業 費 58，639，121 1，000 58，640，121

3 観 光 費 1，418，278 44，893 1，463，171

8 土 木 費 46，981，743 32，193 47，013，936
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1 土 木 管 理 費 4，669，784 3，000 4，672，784

2 道 路 橋 り ょ う 費 23，020，975 24，000 23，044，975

3 河 川 海 岸 費 11，388，836 5，193 11，394，029

9 警 察 費 22，500，867 31，780 22，532，647

1 警 察 管 理 費 19，763，063 31，780 19，794，843

10 教 育 費 85，648，362 56，108 85，704，470

1 教 育 総 務 費 11，819，971 1，500 11，821，471

4 高 等 学 校 費 20，896，715 28，000 20，924，715

5 特 別 支 援 学 校 費 7，555，227 4，000 7，559，227

6 社 会 教 育 費 2，045，242 13，958 2，059，200

7 保 健 体 育 費 1，099，726 8，650 1，108，376

歳 出 合 計 482，166，066 6，369，564 488，535，630

第2表 地 方 債 補 正

1 変 更

起 債 の 目 的
限 度 額

補 正 前 補 正 後

水 産 事 業 338，000 362，000

再校
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計 59，790，000 59，814，000
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第 3 号 平成26年度徳島県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計補正予算（第1号）

平成26年度徳島県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計の補正予算（第1号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ14，000千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ248，570千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第1表歳入歳出予算補正」による。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第1表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 母子父子寡婦福祉資金収入 234，570 14，000 248，570

1 繰 越 金 127，797 14，000 141，797

歳 入 合 計 234，570 14，000 248，570

千円 千円 千円

第3号 平成26年度徳島県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計補正予算（第1号）
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 母子父子寡婦福祉資金貸付金 234，570 14，000 248，570

1 母子父子寡婦福祉資金貸付金 234，570 14，000 248，570

歳 出 合 計 234，570 14，000 248，570

初校
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第 4 号 平成26年度徳島県電気事業会計補正予算（第1号）

（総則）

第1条 平成26年度徳島県電気事業会計の補正予算（第1号）は，次に定めるところによる。

（継続費）

第2条 平成26年度徳島県電気事業会計予算第5条に定めた継続費の総額及び年割額を次のとおり補正する。

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

1 資 本 的 支 出 1 建 設 改 良 費 坂 州 橋 架 替 事 業 229，154 26 70，735 275，154 26 70，735

27 144，659 27 190，659

28 13，760 28 13，760

千円 千円 千円 千円

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第4号 平成26年度徳島県電気事業会計補正予算（第1号）
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徳 島 県 少 子 化 対 策 緊 急 強 化 基 金 条 例

（ 設 置 ）

第 一 条 少 子 化 対 策 を 緊 急 に 強 化 す る た め に 実 施 す る 結 婚 、 妊 娠 、 出 産 、 子 育 て 等 の 各 段 階 に 応 じ た 支 援 そ の 他 の 次 代 の 社 会 を 担 う 子 ど も を 安 心 し て 生 み 、 育

て る こ と が で き る 環 境 を 整 備 す る 事 業 に 要 す る 経 費 に 充 て る た め 、 徳 島 県 少 子 化 対 策 緊 急 強 化 基 金 （ 以 下 「 基 金 」 と い う 。 ） を 設 置 す る 。

（ 積 立 額 ）

第 二 条 基 金 と し て 積 み 立 て る 額 は 、 予 算 で 定 め る 額 と す る 。

（ 管 理 ）

第 三 条 基 金 に 属 す る 現 金 は 、 金 融 機 関 へ の 預 金 そ の 他 確 実 か つ 有 利 な 方 法 に よ り 保 管 し な け れ ば な ら な い 。

2 基 金 に 属 す る 現 金 は 、 必 要 に 応 じ 、 確 実 か つ 有 利 な 有 価 証 券 に 代 え る こ と が で き る 。

（ 運 用 益 金 の 処 理 ）

第 四 条 基 金 の 運 用 か ら 生 ず る 収 益 は 、 一 般 会 計 歳 入 歳 出 予 算 に 計 上 し て 、 こ の 基 金 に 編 入 す る も の と す る 。

（ 繰 替 運 用 ）

第 五 条 知 事 は 、 財 政 上 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 確 実 な 繰 戻 し の 方 法 、 期 間 及 び 利 率 を 定 め て 基 金 に 属 す る 現 金 を 歳 計 現 金 に 繰 り 替 え て 運 用 す る こ と が で

き る 。

（ 処 分 ）

第 六 条 基 金 は 、 第 一 条 に 規 定 す る 事 業 の 財 源 に 充 て る 場 合 に 限 り 、 処 分 す る こ と が で き る 。

第 五 号

徳 島 県 少 子 化 対 策 緊 急 強 化 基 金 条 例 の 制 定 に つ い て

徳 島 県 少 子 化 対 策 緊 急 強 化 基 金 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 六 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 五 号 徳 島 県 少 子 化 対 策 緊 急 強 化 基 金 条 例 の 制 定 に つ い て
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（ 委 任 ）

第 七 条 こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 基 金 の 管 理 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 知 事 が 別 に 定 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

提 案 理 由

少 子 化 対 策 を 緊 急 に 強 化 す る た め に 実 施 す る 結 婚 、 妊 娠 、 出 産 、 子 育 て 等 の 各 段 階 に 応 じ た 支 援 そ の 他 の 次 代 の 社 会 を 担 う 子 ど も を 安 心 し て 生 み 、 育 て る こ

と が で き る 環 境 を 整 備 す る 事 業 に 要 す る 経 費 に 充 て る た め 、 徳 島 県 少 子 化 対 策 緊 急 強 化 基 金 を 設 置 す る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

初校
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徳 島 県 特 別 会 計 設 置 条 例 及 び 徳 島 県 奨 学 金 貸 与 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

（ 徳 島 県 特 別 会 計 設 置 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 徳 島 県 特 別 会 計 設 置 条 例 （ 昭 和 三 十 九 年 徳 島 県 条 例 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 徳 島 県 母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

徳 島 県 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 金

特 別 会 計

母 子 福 祉 資 金 、 父 子 福 祉 資 金 及 び 寡

婦 福 祉 資 金 の 貸 付 事 業

一 般 会 計 繰 入 金 、 政 府 貸 付 金 、 貸 付

金 の 償 還 金 及 び 附 属 諸 収 入

母 子 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費 、 父 子 福 祉

資 金 貸 付 事 業 費 、 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付

事 業 費 そ の 他 の 諸 支 出

（ 徳 島 県 奨 学 金 貸 与 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 徳 島 県 奨 学 金 貸 与 条 例 （ 平 成 十 四 年 徳 島 県 条 例 第 三 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 四 号 中 「 母 子 及 び 寡 婦 福 祉 法 」 を 「 母 子 及 び 父 子 並 び に 寡 婦 福 祉 法 」 に 改 め る 。

附 則

1 こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

2 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 徳 島 県 特 別 会 計 設 置 条 例 別 表 の 徳 島 県 母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 （ 以 下 「 旧 会 計 」 と い う 。 ） を も っ て 経 理 し た 母 子 福

祉 資 金 及 び 寡 婦 福 祉 資 金 の 貸 付 事 業 に 係 る 平 成 二 十 六 年 度 の 歳 入 及 び 歳 出 は 、 同 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 徳 島 県 特 別 会 計 設 置 条 例 別 表 の 徳 島 県 母 子 父 子 寡 婦

福 祉 資 金 貸 付 金 特 別 会 計 （ 以 下 「 新 会 計 」 と い う 。 ） に お け る 同 年 度 の 歳 入 及 び 歳 出 と す る 。

第 六 号

徳 島 県 特 別 会 計 設 置 条 例 及 び 徳 島 県 奨 学 金 貸 与 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 特 別 会 計 設 置 条 例 及 び 徳 島 県 奨 学 金 貸 与 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 六 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 六 号 徳 島 県 特 別 会 計 設 置 条 例 及 び 徳 島 県 奨 学 金 貸 与 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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3 こ の 条 例 の 施 行 の 際 旧 会 計 に 属 す る 権 利 義 務 は 、 新 会 計 に 帰 属 す る も の と す る 。

提 案 理 由

母 子 及 び 寡 婦 福 祉 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 関 係 条 例 に つ い て 所 要 の 整 備 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

初校
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徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 第 一 項 中 「 及 び 」 を 「 、 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第 七 十 七 号 。 以 下 「 認 定 こ ど も 園

法 」 と い う 。 ） 第 二 十 五 条 及 び 」 に 、 「 以 下 」 を 「 第 六 条 第 一 項 を 除 き 、 以 下 」 に 改 め る 。

第 六 条 第 一 項 中 「 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 法 」 を 「 認 定 こ ど も 園 法 第 十 七 条 第 三 項 、 第 二 十 一 条 第 二 項 及 び 第 二 十 二 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 審 議 会 そ の 他 の 合 議 制

の 機 関 の 権 限 に 属 さ せ ら れ た 事 項 の 調 査 審 議 並 び に 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 法 」 に 改 め 、 「 事 務 」 の 下 に 「 の 処 理 」 を 加 え 、 「 処 理 す る 」 を 「 行 う 」 に 改 め る 。

附 則

1 こ の 条 例 は 、 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 二 十 四 年 法 律 第 六 十 六 号 ） の 施 行 の 日

か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 次 項 の 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

2 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 附 則 第 九 条 の 規 定 に よ る 行 為 と し て 、 知 事 が 同 法 に よ る 改

正 後 の 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第 七 十 七 号 ） 第 十 七 条 第 三 項 の 規 定 に よ り 審 議 会 そ の 他 の

合 議 制 の 機 関 の 意 見 を 聴 く 場 合 に は 、 こ の 条 例 の 施 行 前 に お い て も 、 改 正 後 の 徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 例 に よ り 、 同 項 の 規 定 に よ り 審 議 会 そ の 他 の

合 議 制 の 機 関 の 権 限 に 属 さ せ ら れ た 事 項 を 調 査 審 議 す る こ と が で き る 。

第 七 号

徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 六 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 七 号 徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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提 案 理 由

就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 知 事 が 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 設 置 の 認 可 等 を し よ う と す る

際 に 意 見 を 聴 く た め の 審 議 会 そ の 他 の 合 議 制 の 機 関 を 置 く も の と さ れ た こ と に 鑑 み 、 徳 島 県 社 会 福 祉 審 議 会 を こ れ に 充 て る 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を

提 出 す る 理 由 で あ る 。
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就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 （ 平 成 十 八 年 徳 島 県 条 例 第 八 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 を 削 る 。

第 三 条 中 「 認 定 こ ど も 園 」 を 「 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 以 外 の 認 定 こ ど も 園 （ 次 条 、 別 表 第 一 及 び 別 表 第 二 に お い て 単 に 「 認 定 こ ど も 園 」 と い う 。 ） 」 に 、 「 次

条 及 び 第 五 条 」 を 「 同 条 及 び 第 四 条 」 に 改 め 、 同 条 を 第 二 条 と す る 。

第 四 条 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 を 第 三 条 と し 、 同 条 の 前 に 見 出 し と し て 「 （ 認 定 こ ど も 園 の 認 定 の 要 件 ） 」 を 付 し 、 第 五 条 を 第 四 条 と す る 。

第 六 条 を 第 十 八 条 と し 、 同 条 の 前 に 次 の 十 三 条 を 加 え る 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 ）

第 五 条 法 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 条 例 で 定 め る 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 に つ い て は 、 次 条 か ら 第 十 七 条 ま で に 定 め る も の の

ほ か 、 法 第 十 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 主 務 省 令 で 定 め る 基 準 の 例 に よ る 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 非 常 災 害 対 策 に 係 る 基 準 ）

第 六 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お い て は 、 軽 便 消 火 器 等 の 消 火 用 具 、 非 常 口 そ の 他 非 常 災 害 に 必 要 な 設 備 を 設 け る と と も に 、 非 常 災 害 に 対 す る 具 体 的 計 画

を 立 て 、 こ れ に 対 す る 不 断 の 注 意 と 訓 練 を す る よ う に 努 め な け れ ば な ら な い 。

2 前 項 の 訓 練 の う ち 、 避 難 及 び 消 火 に 対 す る 訓 練 は 、 少 な く と も 毎 月 一 回 は 、 こ れ を 行 わ な け れ ば な ら な い 。

第 八 号

就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の

よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 六 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 八 号 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 施 行 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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3 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 第 一 項 の 非 常 災 害 に 対 す る 具 体 的 計 画 を 立 て る 際 に は 、 施 設 の 立 地 環 境 を 考 慮 す る と と も に 、 当 該 計 画 の 内 容 を 、 適 切 な 方 法

に よ り 定 期 的 に 職 員 、 園 児 （ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に 在 籍 す る 子 ど も を い う 。 次 条 、 第 八 条 及 び 第 十 条 か ら 第 十 三 条 ま で に お い て 同 じ 。 ） 及 び 関 係 者 に 周

知 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

4 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 施 設 の 特 性 に 応 じ 、 相 互 に 連 携 し て 非 常 災 害 時 に お け る 被 災 者 の 支 援 に 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 食 育 の 推 進 に 係 る 基 準 ）

第 七 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 園 児 の 健 全 な 食 生 活 の 実 現 及 び 健 全 な 心 身 の 成 長 が 図 ら れ る よ う 、 食 育 に 関 す る 計 画 の 立 案 並 び に 指 導 及 び 助 言 を 担 当 す

る 職 員 の 配 置 に 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 健 康 の 保 持 増 進 に 係 る 基 準 ）

第 八 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 園 児 の 心 身 の 健 康 の 保 持 増 進 を 図 る た め 、 健 康 に 関 す る 情 報 の 収 集 、 整 理 及 び 活 用 を 担 当 す る 職 員 の 配 置 に 努 め な け れ ば

な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 地 域 と の 交 流 に 係 る 基 準 ）

第 九 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 施 設 の 運 営 に 支 障 の な い 範 囲 内 で 、 地 域 と の 交 流 を 図 る た め に 当 該 施 設 の 一 部 を 使 用 す る こ と が で き る 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 乳 児 室 及 び ほ ふ く 室 に 係 る 基 準 ）

第 十 条 第 五 条 の 規 定 に よ り そ の 例 に よ る こ と と さ れ る 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 学 級 の 編 制 、 職 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 （ 平 成 二 十 六 年
内 閣 府

文 部 科 学 省

厚 生 労 働 省
令

第 一 号 ） 第 六 条 第 三 項 中 「 乳 児 室 、 ほ ふ く 室 」 と あ る の は 、 「 乳 児 室 （ 満 二 歳 未 満 の 園 児 で あ っ て 、 ほ ふ く を し な い も の を 保 育 す る 部 屋 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 、

ほ ふ く 室 （ 満 二 歳 未 満 の 園 児 で あ っ て 、 ほ ふ く を す る も の を 保 育 す る 部 屋 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 」 と す る 。

2 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 一 の 部 屋 に お い て 乳 児 室 （ 満 二 歳 未 満 の 園 児 で あ っ て 、 ほ ふ く を し な い も の を 保 育 す る 部 屋 を い う 。 ） 及 び ほ ふ く 室 （ 満 二 歳

未 満 の 園 児 で あ っ て 、 ほ ふ く を す る も の を 保 育 す る 部 屋 を い う 。 ） の 運 営 を 行 う 場 合 に は 、 こ れ ら を 適 切 な 方 法 で 区 画 す る こ と に よ り 、 保 育 す る 園 児 の 安 全

に 配 慮 し な け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 教 育 及 び 保 育 の 環 境 の 向 上 に 係 る 基 準 ）

第 十 一 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 園 児 の 保 護 者 の 労 働 時 間 そ の 他 家 庭 の 状 況 等 を 考 慮 し て 、 保 育 を 必 要 と す る 子 ど も に 該 当 す る 園 児 に 対 す る 教 育 及 び 保

育 （ 満 三 歳 未 満 の 園 児 に つ い て は 、 そ の 保 育 。 以 下 こ の 条 か ら 第 十 四 条 ま で 及 び 第 十 七 条 に お い て 同 じ 。 ） の 時 間 の 延 長 そ の 他 の 適 切 な 方 法 に よ り 、 教 育 及

び 保 育 の 環 境 の 向 上 に 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 園 児 の 環 境 を 大 切 に す る 心 の 育 成 等 に 係 る 基 準 ）
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第 十 二 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 教 育 及 び 保 育 を 行 う に 当 た っ て は 、 園 児 が 自 然 と 触 れ 合 う 機 会 を 設 け る と と も に 、 園 児 の 環 境 を 大 切 に す る 心 の 育 成 に

努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 保 護 者 へ の 援 助 に 係 る 基 準 ）

第 十 三 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 教 育 及 び 保 育 を 行 う 園 児 の 保 護 者 に 対 し て 必 要 な 助 言 そ の 他 の 援 助 を 行 う 場 合 に は 、 個 室 そ の 他 の 個 人 情 報 に 配 慮 し た

適 切 な 環 境 で 行 う よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 子 育 て 支 援 に 係 る 基 準 ）

第 十 四 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 そ の 地 域 の 住 民 に 対 し 、 そ の 行 う 教 育 及 び 保 育 に 関 す る 情 報 を 広 く 提 供 す る こ と に よ り 、 地 域 に お け る 子 育 て 支 援 の 拠

点 と し て の 役 割 を 果 た す よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

2 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 法 第 二 条 第 十 二 項 に 規 定 す る 子 育 て 支 援 事 業 の う ち 二 以 上 の 事 業 を 、 週 三 日 以 上 実 施 し な け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 情 報 の 開 示 に 係 る 基 準 ）

第 十 五 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 保 護 者 が 多 様 な サ ー ビ ス を 適 切 に 選 択 で き る よ う 、 情 報 を 開 示 し な け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 特 に 配 慮 が 必 要 な 子 ど も の 受 入 れ に 係 る 基 準 ）

第 十 六 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 入 園 す る 子 ど も の 選 考 に 際 し て は 、 児 童 福 祉 の 向 上 を 図 る 観 点 か ら 特 に 配 慮 が 必 要 な 子 ど も の 受 入 れ に 適 切 に 配 慮 し な

け れ ば な ら な い 。

（ 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 に お け る 運 営 の 状 況 に 関 す る 評 価 等 に 係 る 基 準 ）

第 十 七 条 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 は 、 運 営 の 状 況 に 関 す る 自 己 評 価 、 外 部 評 価 等 に お い て 子 ど も の 視 点 に 立 っ た 評 価 を 行 い 、 そ の 結 果 の 公 表 等 を 通 じ て 教 育

及 び 保 育 の 質 の 向 上 を 図 ら な け れ ば な ら な い 。

別 表 第 一 中 「 第 四 条 関 係 」 を 「 第 三 条 関 係 」 に 改 め 、 同 表 の 第 一 の 一 の 1 の 後 段 を 削 り 、 同 一 の 2 中 「 保 育 」 を 「 教 育 及 び 保 育 」 に 改 め 、 同 2 の ㈢ を 削 り 、

同 2 の ㈣ 中 「 一 日 に 八 時 間 程 度 利 用 す る 子 ど も （ 以 下 「 長 時 間 利 用 児 」 と い う 。 ） 」 を 「 子 ど も 」 に 改 め 、 同 2 の ㈣ を 同 2 の ㈢ と し 、 同 2 の ㈤ 中 「 長 時 間 利 用 児 」

を 「 子 ど も 」 に 改 め 、 同 2 の ㈤ を 同 2 の ㈣ と し 、 同 一 の 3 中 「 保 育 」 を 「 教 育 及 び 保 育 」 に 改 め 、 同 一 の 4 中 「 保 育 に 」 を 「 教 育 及 び 保 育 に 」 に 、 「 又 は 同 条

第 四 項 」 を 「 若 し く は 同 条 第 四 項 」 に 改 め 、 「 児 童 福 祉 法 」 の 下 に 「 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百 六 十 四 号 ） 」 を 加 え 、 同 第 一 の 二 の 1 中 「 幼 稚 園 教 育 要 領 」 を 「 法

第 六 条 の 規 定 に 基 づ き 、 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 教 育 ・ 保 育 要 領 （ 平 成 二 十 六 年
内 閣 府

文 部 科 学 省

厚 生 労 働 省
告 示 第 一 号 ） を 踏 ま え る と と も に 、 幼 稚 園 教 育 要 領 」 に 改 め 、 同 第

一 の 四 中 「 第 二 条 第 六 項 」 を 「 第 二 条 第 十 二 項 」 に 改 め 、 同 第 一 の 五 の 1 中 「 す べ て 」 を 「 全 て 」 に 改 め 、 同 五 の 2 中 「 保 育 に 」 を 「 教 育 及 び 保 育 に 」 に 改 め 、

同 五 の 3 中 「 保 育 に 欠 け る 子 ど も 」 を 「 保 育 を 必 要 と す る 子 ど も 」 に 、 「 保 育 時 間 」 を 「 教 育 及 び 保 育 の 時 間 」 に 改 め 、 同 表 の 第 二 の 一 の 1 の 本 文 中 「 長 時 間
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利 用 児 の 保 育 」 を 「 保 育 所 と 同 様 に 一 日 に 八 時 間 程 度 利 用 す る 子 ど も （ 以 下 「 教 育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 」 と い う 。 ） の 教 育 」 に 改 め 、 同 1 の た だ し 書 、 ㈠

及 び ㈢ 中 「 長 時 間 利 用 児 の 保 育 」 を 「 教 育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 の 教 育 」 に 改 め 、 同 一 の 2 に 次 の よ う に 加 え る 。

㈤ 認 定 こ ど も 園 の 子 ど も に 対 す る 食 事 の 提 供 に つ い て 、 当 該 認 定 こ ど も 園 内 で 調 理 す る 方 法 に よ り 行 う 子 ど も の 数 が 二 十 人 に 満 た な い 場 合 は 、 当 該

食 事 の 提 供 を 行 う 認 定 こ ど も 園 は 、 ㈠ の 規 定 に か か わ ら ず 、 調 理 室 を 備 え な い こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 認 定 こ ど も 園 に お い て は 、 当

該 食 事 の 提 供 に つ い て 当 該 方 法 に よ り 行 う た め に 必 要 な 調 理 設 備 を 備 え な け れ ば な ら な い 。

別 表 第 一 の 第 二 の 二 の 1 の ㈠ 中 「 長 時 間 利 用 児 及 び 短 時 間 利 用 児 に 共 通 す る 」 を 「 満 三 歳 以 上 の 子 ど も で あ っ て 、 幼 稚 園 と 同 様 に 一 日 に 四 時 間 程 度 利 用 す る

も の 及 び 教 育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 に 共 通 の 四 時 間 程 度 の 」 に 改 め 、 同 1 の ㈢ 中 「 長 時 間 利 用 児 」 を 「 教 育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 」 に 改 め 、 同 二 の 2 の ㈠

の ()2 中 「 面 積 は 、 」 の 下 に 「 満 二 歳 以 上 の 」 を 加 え 、 同 第 二 の 三 中 「 認 可 外 保 育 施 設 に 」 を 「 保 育 機 能 施 設 に 」 に 改 め 、 同 三 の 1 の ㈣ 中 「 長 時 間 利 用 児 」 を 「 教

育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 」 に 改 め 、 同 三 の 2 の ㈡ の た だ し 書 中 「 ()1 」 を 「 ()1 及 び ()3 」 に 改 め 、 同 2 の ㈡ の ()1 中 「 認 可 外 保 育 施 設 」 を 「 保 育 機 能 施 設 」 に 改 め 、

同 2 の ㈡ の ()2 中 「 面 積 は 、 」 の 下 に 「 満 二 歳 以 上 の 」 を 加 え 、 同 2 の ㈡ に 次 の よ う に 加 え る 。

()3 保 育 室 又 は 遊 戯 室 の 面 積 は 、 満 二 歳 以 上 満 三 歳 未 満 の 子 ど も 一 人 に つ き 一 ・ 九 八 平 方 メ ー ト ル 以 上 で あ る こ と 。

別 表 第 一 の 第 二 の 三 の 2 の ㈣ 中 「 認 可 外 保 育 施 設 」 を 「 保 育 機 能 施 設 」 に 改 め る 。

別 表 第 二 を 次 の よ う に 改 め る 。

別 表 第 二 （ 第 四 条 関 係 ）

一 職 員

1 認 定 こ ど も 園 に は 、 長 と し て 、 教 育 、 保 育 及 び 子 育 て 支 援 に 関 し 優 れ た 識 見 を 有 す る 者 を 置 く こ と 。 こ の 場 合 に お い て 、 認 定 こ ど も 園 の 長 は 、 当 該 認

定 こ ど も 園 を 構 成 す る 施 設 の 長 を 兼 ね る こ と が で き る も の と す る 。

2 教 育 及 び 保 育 に 従 事 す る 者 の 数 が 、 次 に 掲 げ る 数 を 合 算 し て 得 た 数 （ そ の 数 に 一 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 四 捨 五 入 し て 得 た 数 ） 以 上 で あ る こ

と 。
㈠ 満 一 歳 未 満 の 子 ど も の 数 を 三 で 除 し て 得 た 数 （ そ の 数 に 小 数 点 以 下 一 位 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て て 得 た 数 ）

㈡ 満 一 歳 以 上 満 三 歳 未 満 の 子 ど も の 数 を 六 で 除 し て 得 た 数 （ そ の 数 に 小 数 点 以 下 一 位 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て て 得 た 数 ）

㈢ 満 三 歳 以 上 満 四 歳 未 満 の 子 ど も の 数 を 二 十 で 除 し て 得 た 数 （ そ の 数 に 小 数 点 以 下 一 位 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て て 得 た 数 ）

㈣ 満 四 歳 以 上 の 子 ど も の 数 を 三 十 で 除 し て 得 た 数 （ そ の 数 に 小 数 点 以 下 一 位 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て て 得 た 数 ）

3 教 育 及 び 保 育 に 従 事 す る 者 は 、 常 時 二 人 以 上 配 置 さ れ て い る こ と 。

4 共 通 利 用 時 間 に お い て は 、 満 三 歳 以 上 の 子 ど も に つ い て 学 級 を 編 制 し 、 そ れ ぞ れ の 学 級 を 少 な く と も 一 人 の 学 級 担 任 に 担 当 さ せ る こ と 。 こ の 場 合 に お
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い て 、 一 学 級 の 子 ど も の 数 は 、 三 十 五 人 以 下 を 原 則 と す る 。

5 満 三 歳 未 満 の 子 ど も の 保 育 に 従 事 す る 者 は 、 保 育 士 の 資 格 を 有 す る 者 で あ る こ と 。

6 満 三 歳 以 上 の 子 ど も の 教 育 及 び 保 育 に 従 事 す る 者 は 、 幼 稚 園 教 員 免 許 状 所 有 者 又 は 保 育 士 の 資 格 を 有 す る 者 で あ る こ と 。

7 6 の 規 定 に か か わ ら ず 、 学 級 担 任 は 、 幼 稚 園 教 員 免 許 状 所 有 者 で あ る こ と 。

8 6 の 規 定 に か か わ ら ず 、 満 三 歳 以 上 の 教 育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 の 保 育 に 従 事 す る 者 は 、 保 育 士 の 資 格 を 有 す る 者 で あ る こ と 。 た だ し 、 当 該 教 育 及

び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 の 保 育 に 従 事 す る 者 を 保 育 士 の 資 格 を 有 す る 者 と す る こ と が 困 難 な 場 合 で あ っ て 、 次 に 掲 げ る 要 件 を 満 た す と き は 、 幼 稚 園 教 員 免

許 状 所 有 者 を 当 該 教 育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 の 保 育 に 従 事 す る 者 と す る こ と が で き る 。

㈠ 当 該 幼 稚 園 教 員 免 許 状 所 有 者 の 意 欲 、 適 性 、 能 力 等 を 考 慮 し て 当 該 教 育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 の 保 育 に 従 事 す る 者 と す る こ と が 適 当 と 認 め ら れ る

こ と 。

㈡ 当 該 幼 稚 園 教 員 免 許 状 所 有 者 が 保 育 士 の 資 格 の 取 得 に 向 け た 努 力 を 行 っ て い る こ と 。

㈢ 当 該 教 育 及 び 保 育 時 間 相 当 利 用 児 の 保 育 に 従 事 す る 者 の 三 分 の 一 以 上 が 保 育 士 の 資 格 を 有 す る 者 で あ る こ と 。

二 施 設 設 備

1 連 携 施 設 を 構 成 す る 幼 稚 園 及 び 保 育 機 能 施 設 に つ い て は 、 そ れ ぞ れ の 用 に 供 さ れ る 建 物 及 び そ の 附 属 設 備 （ 以 下 「 建 物 等 」 と い う 。 ） は 、 同 一 の 敷 地

内 又 は 隣 接 す る 敷 地 内 に あ る こ と 。 た だ し 、 建 物 等 を 同 一 の 敷 地 内 又 は 隣 接 す る 敷 地 内 に 設 置 す る こ と が 困 難 な 場 合 で あ っ て 、 次 に 掲 げ る 要 件 を 満 た す

と き は 、 こ の 限 り で な い 。

㈠ 子 ど も に 対 す る 教 育 及 び 保 育 の 適 切 な 提 供 が 可 能 で あ る こ と 。

㈡ 子 ど も の 移 動 時 の 安 全 が 確 保 さ れ て い る こ と 。

2 調 理 室 を 設 け て い る こ と 。

3 次 の ㈠ 及 び ㈡ の 要 件 を 満 た し て い る こ と 。 た だ し 、 既 存 施 設 が 認 定 を 受 け る 場 合 に あ っ て は 、 ㈠ 及 び ㈢ の 要 件 を 満 た し て い る こ と 。

㈠ 連 携 施 設 の 建 物 の 面 積 （ 満 二 歳 以 上 満 三 歳 未 満 の 子 ど も の 保 育 の 用 に 供 す る 保 育 室 、 遊 戯 室 そ の 他 の 施 設 設 備 の 面 積 及 び 満 二 歳 未 満 の 子 ど も の 保 育

の 用 に 供 す る 乳 児 室 、 ほ ふ く 室 そ の 他 の 施 設 設 備 の 面 積 を 除 く 。 ） は 、 次 の 表 に 掲 げ る 要 件 を 満 た し て い る こ と 。

学 級 数 面 積 （ 平 方 メ ー ト ル ）

一 学 級

二 学 級 以 上

180

320＋100×（学級数－2）
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㈡ 保 育 室 又 は 遊 戯 室 の 面 積 は 、 満 二 歳 以 上 の 子 ど も 一 人 に つ き 一 ・ 九 八 平 方 メ ー ト ル 以 上 で あ る こ と 。

㈢ 保 育 室 又 は 遊 戯 室 の 面 積 は 、 満 二 歳 以 上 満 三 歳 未 満 の 子 ど も 一 人 に つ き 一 ・ 九 八 平 方 メ ー ト ル 以 上 で あ る こ と 。

4 屋 外 遊 戯 場 の 面 積 は 、 次 の ㈠ 及 び ㈡ の 要 件 を 満 た し て い る こ と 。 た だ し 、 既 存 施 設 が 認 定 を 受 け る 場 合 に あ っ て は 、 ㈡ の 要 件 を 満 た し て い る こ と 。

㈠ 満 二 歳 以 上 の 子 ど も 一 人 に つ き 三 ・ 三 平 方 メ ー ト ル 以 上 で あ る こ と 。

㈡ 次 の 表 に 掲 げ る 面 積 に 満 二 歳 以 上 満 三 歳 未 満 の 子 ど も に つ い て ㈠ に よ り 算 定 し た 面 積 を 加 え た 面 積 以 上 で あ る こ と 。

学 級 数 面 積 （ 平 方 メ ー ト ル ）

二 学 級 以 下

三 学 級 以 上

330＋30×（学級数－1）

400＋80×（学級数－3）

5 子 ど も に 食 事 を 提 供 す る と き は 、 認 定 こ ど も 園 内 で 調 理 す る 方 法 に よ り 行 う こ と 。 た だ し 、 満 三 歳 以 上 の 子 ど も に 対 す る 食 事 の 提 供 に つ い て は 、 子 ど

も の 発 育 に 応 じ た 食 事 の 提 供 が 確 保 さ れ て い る と 認 め ら れ る 場 合 に 限 り 、 認 定 こ ど も 園 外 で 調 理 し 、 搬 入 す る 方 法 に よ り 行 う こ と が で き る 。 こ の 場 合 に

お い て は 、 当 該 方 法 に よ る こ と と し て も な お 認 定 こ ど も 園 に お い て 行 う こ と が 必 要 な 調 理 の た め の 加 熱 、 保 存 等 の 調 理 機 能 を 有 す る 設 備 を 備 え る も の と

す る 。

6 認 定 こ ど も 園 の 子 ど も に 対 す る 食 事 の 提 供 に つ い て 、 当 該 認 定 こ ど も 園 内 で 調 理 す る 方 法 に よ り 行 う 子 ど も の 数 が 二 十 人 に 満 た な い 場 合 は 、 当 該 食 事

の 提 供 を 行 う 認 定 こ ど も 園 は 、 2 の 規 定 に か か わ ら ず 、 調 理 室 を 備 え な い こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 認 定 こ ど も 園 に お い て は 、 当 該 食 事 の

提 供 に つ い て 当 該 方 法 に よ り 行 う た め に 必 要 な 調 理 設 備 を 備 え な け れ ば な ら な い 。

7 満 二 歳 未 満 の 子 ど も の 保 育 を 行 う 場 合 に は 、 乳 児 室 又 は ほ ふ く 室 を 設 け て い る こ と 。

8 乳 児 室 の 面 積 は 、 満 二 歳 未 満 の 子 ど も 一 人 に つ き 一 ・ 六 五 平 方 メ ー ト ル 以 上 で あ る こ と 。

9 ほ ふ く 室 の 面 積 は 、 満 二 歳 未 満 の 子 ど も 一 人 に つ き 三 ・ 三 平 方 メ ー ト ル 以 上 で あ る こ と 。

三 教 育 及 び 保 育 の 内 容

1 法 第 六 条 の 規 定 に 基 づ き 、 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 教 育 ・ 保 育 要 領 を 踏 ま え る と と も に 、 幼 稚 園 教 育 要 領 及 び 保 育 所 保 育 指 針 に 基 づ い た 教 育 及 び 保 育

を 一 体 的 に 行 う こ と 。

2 認 定 こ ど も 園 に 固 有 の 事 情 に 配 慮 し た 教 育 及 び 保 育 を 行 う こ と 。

四 職 員 の 資 質 向 上
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1 認 定 こ ど も 園 の 職 員 は 、 必 要 な 知 識 及 び 技 能 の 修 得 に 努 め る こ と 。

2 認 定 こ ど も 園 は 、 職 員 に 対 し 、 そ の 資 質 の 向 上 の た め の 研 修 の 機 会 を 確 保 す る こ と 。

五 子 育 て 支 援

法 第 二 条 第 十 二 項 に 規 定 す る 子 育 て 支 援 事 業 の う ち 二 以 上 の 事 業 を 、 週 三 日 以 上 実 施 す る こ と 。

六 管 理 運 営 等

1 認 定 こ ど も 園 の 長 は 、 全 て の 職 員 の 協 力 を 得 な が ら 一 体 的 な 管 理 運 営 を 行 う こ と 。

2 認 定 こ ど も 園 の 設 置 者 は 、 満 三 歳 以 上 の 子 ど も の 教 育 及 び 保 育 に 従 事 す る 者 に つ い て は 、 教 育 職 員 免 許 法 第 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 幼 稚 園 の 教 諭 の 普 通

免 許 状 及 び 保 育 士 の 資 格 を 有 す る 者 を 置 く よ う 努 め る こ と 。

3 保 育 を 必 要 と す る 子 ど も に 対 す る 教 育 及 び 保 育 の 時 間 は 、 一 日 に つ き 八 時 間 を 原 則 と し 、 子 ど も の 保 護 者 の 労 働 時 間 そ の 他 の 家 庭 の 状 況 等 を 考 慮 し て

認 定 こ ど も 園 の 長 が 定 め る こ と 。

4 保 護 者 が 多 様 な サ ー ビ ス を 適 切 に 選 択 で き る よ う 、 情 報 を 開 示 す る こ と 。

5 入 園 す る 子 ど も の 選 考 に 際 し て は 、 児 童 福 祉 の 向 上 を 図 る 観 点 か ら 特 に 配 慮 が 必 要 な 子 ど も の 受 入 れ に 適 切 に 配 慮 す る こ と 。

6 耐 震 、 防 災 、 防 犯 等 子 ど も の 健 康 及 び 安 全 を 確 保 す る 体 制 を 整 え る こ と 。

7 自 己 評 価 、 外 部 評 価 等 に お い て 子 ど も の 視 点 に 立 っ た 評 価 を 行 い 、 そ の 結 果 の 公 表 等 を 通 じ て 教 育 及 び 保 育 の 質 の 向 上 を 図 る こ と 。

8 認 定 こ ど も 園 は 、 そ の 建 物 又 は 敷 地 の 公 衆 の 見 や す い 場 所 に 、 当 該 施 設 が 認 定 こ ど も 園 で あ る 旨 の 表 示 を す る こ と 。

附 則

1 こ の 条 例 は 、 就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 二 十 四 年 法 律 第 六 十 六 号 ） の 施 行 の 日

（ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ） か ら 施 行 す る 。

2 施 行 日 か ら 起 算 し て 五 年 間 は 、 改 正 後 の 別 表 第 一 の 第 一 の 一 の 2 及 び 別 表 第 二 の 一 の 2 の 規 定 に か か わ ら ず 、 施 行 日 の 前 日 に お い て 現 に 存 す る 幼 保 連 携 型

認 定 こ ど も 園 以 外 の 認 定 こ ど も 園 の 職 員 配 置 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る こ と が で き る 。

提 案 理 由

就 学 前 の 子 ど も に 関 す る 教 育 、 保 育 等 の 総 合 的 な 提 供 の 推 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る

基 準 を 定 め る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。
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徳 島 県 薬 事 審 議 会 設 置 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

（ 徳 島 県 薬 事 審 議 会 設 置 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 徳 島 県 薬 事 審 議 会 設 置 条 例 （ 昭 和 三 十 八 年 徳 島 県 条 例 第 三 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 」 に 改 め る 。

第 二 条 中 「 医 療 機 器 」 の 下 に 「 及 び 再 生 医 療 等 製 品 」 を 加 え る 。

（ 徳 島 県 保 健 福 祉 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 徳 島 県 保 健 福 祉 関 係 手 数 料 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 の 七 十 四 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 」 に 、 「 ） 第 四 条 第 一 項 」 を 「 。 以 下 「 医 薬 品 医

療 機 器 等 法 」 と い う 。 ） 第 四 条 第 一 項 」 に 改 め 、 同 表 の 七 十 五 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 に 改 め 、 同 表 の 七 十 六 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬

品 医 療 機 器 等 法 」 に 改 め 、 「 、 八 十 一 の 五 の 項 か ら 八 十 一 の 七 の 項 ま で 」 を 削 り 、 同 表 の 七 十 七 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 に 改 め 、 同 表 の

七 十 八 の 項 か ら 八 十 の 項 ま で の 規 定 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 に 、 「 配 置 販 売 従 事 者 」 を 「 配 置 従 事 者 」 に 改 め 、 同 表 の 八 十 一 の 項 及 び 八 十 一

の 二 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 に 改 め 、 同 表 の 八 十 一 の 三 の 項 及 び 八 十 一 の 四 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 に 、 「 賃 貸 業 」

を 「 貸 与 業 」 に 改 め 、 同 表 の 八 十 一 の 五 の 項 及 び 八 十 一 の 六 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

八 十 一 の 五 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 四 十 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 再 生 医 療 等 製 品 （ 専

ら 動 物 の た め に 使 用 さ れ る こ と が 目 的 と さ れ て い る も の を 除 く 。 八 十 一 の 六 の 項 、 八 十

二 の 項 及 び 八 十 三 の 項 に お い て 同 じ 。 ） の 販 売 業 の 許 可 の 申 請 に 対 す る 審 査

二 万 九 千 円

第 九 号

徳 島 県 薬 事 審 議 会 設 置 条 例 等 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 薬 事 審 議 会 設 置 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 六 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 九 号 徳 島 県 薬 事 審 議 会 設 置 条 例 等 の 一 部 改 正 に つ い て

初校

２５

平成26年9月議案その2



八 十 一 の 六 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 四 十 条 の 五 第 四 項 の 規 定 に 基 づ く 再 生 医 療 等 製 品 の 販

売 業 の 許 可 の 更 新 の 申 請 に 対 す る 審 査

一 万 千 円

別 表 の 八 十 一 の 七 の 項 を 削 り 、 同 表 の 八 十 一 の 八 の 項 中 「 平 成 十 八 年 改 正 法 附 則 第 十 四 条 」 を 「 薬 事 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 十 八 年 法 律 第 六 十 九 号 。

以 下 こ の 項 か ら 八 十 一 の 九 の 項 ま で に お い て 「 平 成 十 八 年 改 正 法 」 と い う 。 ） 附 則 第 十 四 条 」 に 改 め 、 同 項 を 同 表 の 八 十 一 の 七 の 項 と し 、 同 表 中 八 十 一 の 九

の 項 を 八 十 一 の 八 の 項 と し 、 八 十 一 の 十 の 項 を 八 十 一 の 九 の 項 と し 、 同 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

八 十 一 の 十 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 施 行 令

（ 昭 和 三 十 六 年 政 令 第 十 一 号 。 以 下 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 と い う 。 ） 第 一 条 の

五 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 薬 局 開 設 の 許 可 証 の 書 換 交 付

八 十 一 の 十 一 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 一 条 の 六 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 薬 局 開 設 の 許

可 証 の 再 交 付

二 千 円

二 千 九 百 円

別 表 の 八 十 二 の 項 中 「 薬 事 法 施 行 令 （ 昭 和 三 十 六 年 政 令 第 十 一 号 ） 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 改 め 、 「 薬 局 開 設 の 許 可 証 、 」 を 削 り 、 「 許 可 証 又 は 」

を 「 許 可 証 、 」 に 、 「 賃 貸 業 」 を 「 貸 与 業 の 許 可 証 又 は 再 生 医 療 等 製 品 の 販 売 業 」 に 改 め 、 同 表 の 八 十 三 の 項 中 「 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行

令 」 に 改 め 、 「 薬 局 開 設 の 許 可 証 、 」 を 削 り 、 「 許 可 証 又 は 」 を 「 許 可 証 、 」 に 、 「 賃 貸 業 」 を 「 貸 与 業 の 許 可 証 又 は 再 生 医 療 等 製 品 の 販 売 業 」 に 改 め 、 同 表 の

八 十 四 の 項 中 「 薬 事 法 第 十 二 条 第 一 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十 二 条 第 一 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、 「 、 化 粧 品 又 は 医 療

機 器 」 を 「 又 は 化 粧 品 」 に 改 め 、 同 項 の へ か ら チ ま で を 削 り 、 同 表 の 八 十 五 の 項 中 「 薬 事 法 第 十 二 条 第 二 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十

二 条 第 二 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、 「 、 化 粧 品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 化 粧 品 」 に 改 め 、 同 項 の へ か ら チ ま で を 削 り 、 同 表 の 八 十 六 の 項 中 「 薬

事 法 第 十 三 条 第 一 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十 三 条 第 一 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、 「 、 化 粧 品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 化

粧 品 」 に 改 め 、 同 項 の イ 中 「 薬 事 法 施 行 規 則 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 」 に 改 め 、 「 昭 和 三 十 六 年

厚 生 省 令 第 一 号 」 の 下 に 「 。 以 下 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 」 と い う 。 」 を 加 え 、 同 項 の ロ 中 「 薬 事 法 施 行 規 則 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 」 に 、

「 ヘ 」 を 「 ニ 」 に 改 め 、 同 項 の ハ 中 「 薬 事 法 施 行 規 則 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 」 に 改 め 、 同 項 中 ニ 及 び ホ を 削 り 、 ヘ を ニ と し 、 同 項 の ト 中 「 薬 事

法 施 行 規 則 第 二 十 六 条 第 三 項 第 一 号 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 第 二 十 六 条 第 二 項 第 一 号 」 に 改 め 、 同 項 の ト を 同 項 の ホ と し 、 同 項 の チ 中 「 薬 事 法 施

行 規 則 第 二 十 六 条 第 三 項 第 二 号 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 第 二 十 六 条 第 二 項 第 二 号 」 に 改 め 、 同 項 の チ を 同 項 の ヘ と し 、 同 項 の リ 中 「 薬 事 法 施 行 規

則 第 二 十 六 条 第 三 項 第 三 号 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 第 二 十 六 条 第 二 項 第 三 号 」 に 改 め 、 同 項 の リ を 同 項 の ト と し 、 同 項 の ヌ 中 「 薬 事 法 施 行 規 則 第

二 十 六 条 第 四 項 第 一 号 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 第 二 十 六 条 第 三 項 第 一 号 」 に 改 め 、 同 項 の ヌ を 同 項 の チ と し 、 同 項 の ル 中 「 薬 事 法 施 行 規 則 第 二 十
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六 条 第 四 項 第 二 号 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 第 二 十 六 条 第 三 項 第 二 号 」 に 改 め 、 同 項 中 ル を リ と し 、 ヲ か ら カ ま で を 削 り 、 同 表 の 八 十 七 の 項 中 「 薬

事 法 第 十 三 条 第 三 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十 三 条 第 三 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、 「 、 化 粧 品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 化

粧 品 」 に 改 め 、 同 項 の ロ 中 「 ヘ 」 を 「 ニ 」 に 改 め 、 同 項 中 ニ 及 び ホ を 削 り 、 ヘ を ニ と し 、 ト か ら ル ま で を ホ か ら リ ま で と し 、 ヲ か ら カ ま で を 削 り 、 同 表 の 八

十 七 の 二 の 項 中 「 薬 事 法 第 十 三 条 第 六 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 第 八 十 条 第 一 項 又 は 第 二 項 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十 三 条 第 六 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行

令 第 八 十 条 第 二 項 」 に 、 「 、 化 粧 品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 化 粧 品 」 に 改 め 、 同 項 中 ニ 及 び ホ を 削 り 、 ヘ を ニ と し 、 ト か ら ヌ ま で を ホ か ら チ ま で と し 、 ル か

ら ワ ま で を 削 り 、 同 表 の 八 十 八 の 項 中 「 薬 事 法 第 十 四 条 第 一 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十 四 条 第 一 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」

に 改 め 、 同 表 の 八 十 八 の 二 の 項 中 「 薬 事 法 第 十 四 条 第 六 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十 四 条 第 六 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、

「 、 医 薬 部 外 品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 医 薬 部 外 品 」 に 改 め 、 同 項 の イ の ()2 中 「 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 （ 一 般 ） の 区 分 」 を 削 り 、 同 項 の イ の ()3 中 「 又 は 体 外

診 断 用 医 薬 品 （ 包 装 、 表 示 又 は 保 管 ） の 区 分 」 を 削 り 、 同 項 の イ の ()7 か ら ()9 ま で を 削 り 、 同 項 の ロ 中 「 、 医 薬 部 外 品 若 し く は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 医 薬 部 外 品 」

に 改 め 、 「 又 は 医 療 機 器 の 設 計 及 び 開 発 」 を 削 り 、 同 表 の 八 十 八 の 三 の 項 中 「 薬 事 法 第 十 四 条 第 六 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十 四 条 第

六 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、 「 、 医 薬 部 外 品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 医 薬 部 外 品 」 に 改 め 、 同 項 の イ の ()2 中 「 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 （ 一 般 ） の

区 分 」 を 削 り 、 同 項 の イ の ()3 中 「 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 （ 包 装 、 表 示 又 は 保 管 ） の 区 分 」 を 削 り 、 同 項 の イ の ()7 か ら ()9 ま で を 削 り 、 同 項 の ロ 中 「 、 医 薬 部 外

品 若 し く は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 医 薬 部 外 品 」 に 改 め 、 「 又 は 医 療 機 器 の 設 計 及 び 開 発 」 を 削 り 、 同 表 の 八 十 九 の 項 中 「 薬 事 法 第 十 四 条 第 九 項 及 び 薬 事 法 施 行

令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 十 四 条 第 九 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 改 め 、 同 表 の 八 十 九 の 四 の 項 中 「 薬 事 法 第 四 十 条 の 二 第 五 項 及 び 薬 事 法 施 行

令 第 八 十 条 第 二 項 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 四 十 条 の 二 第 五 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 八 十 条 第 三 項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 表 の 八 十 九 の 十 の 項 と し 、

同 表 の 八 十 九 の 三 の 項 中 「 薬 事 法 第 四 十 条 の 二 第 三 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 第 八 十 条 第 二 項 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 四 十 条 の 二 第 三 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等

法 施 行 令 第 八 十 条 第 三 項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 表 の 八 十 九 の 九 の 項 と し 、 同 表 の 八 十 九 の 二 の 項 中 「 薬 事 法 第 四 十 条 の 二 第 一 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 第 八 十 条 第 二

項 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 四 十 条 の 二 第 一 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 八 十 条 第 三 項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 表 の 八 十 九 の 八 の 項 と し 、 同 表 の 八 十 九

の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

八 十 九 の 二 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 二 十 三 条 の 二 第 一 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第

八 十 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ く 医 療 機 器 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 の 製 造 販 売 業 の 許 可 の 申 請

に 対 す る 審 査

八 十 九 の 三 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 二 十 三 条 の 二 第 二 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第

次 に 掲 げ る 許 可 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 金 額

イ 第 一 種 医 療 機 器 製 造 販 売 業 許 可 十 四 万 六 千 三 百 円

ロ 第 二 種 医 療 機 器 製 造 販 売 業 許 可 十 二 万 八 千 九 百 円

ハ 第 三 種 医 療 機 器 製 造 販 売 業 許 可 九 万 四 千 二 百 円

ニ 体 外 診 断 用 医 薬 品 製 造 販 売 業 許 可 十 二 万 八 千 九 百 円

次 に 掲 げ る 許 可 の 更 新 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る
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八 十 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ く 医 療 機 器 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 の 製 造 販 売 業 の 許 可 の 更 新

の 申 請 に 対 す る 審 査

八 十 九 の 四 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 二 十 三 条 の 二 の 三 第 一 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行

令 第 八 十 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ く 医 療 機 器 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 の 製 造 業 の 登 録 の 申 請

に 対 す る 審 査

八 十 九 の 五 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 二 十 三 条 の 二 の 三 第 三 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行

令 第 八 十 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ く 医 療 機 器 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 の 製 造 業 の 登 録 の 更 新

の 申 請 に 対 す る 審 査

八 十 九 の 六 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 二 十 三 条 の 二 十 第 一 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令

第 八 十 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ く 再 生 医 療 等 製 品 の 製 造 販 売 業 の 許 可 の 申 請 に 対 す る 審 査

八 十 九 の 七 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 二 十 三 条 の 二 十 第 二 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令

第 八 十 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ く 再 生 医 療 等 製 品 の 製 造 販 売 業 の 許 可 の 更 新 の 申 請 に 対 す

る 審 査

金 額
イ 第 一 種 医 療 機 器 製 造 販 売 業 許 可 の 更 新 十 三 万 七 千 九

百 円

ロ 第 二 種 医 療 機 器 製 造 販 売 業 許 可 の 更 新 十 一 万 六 千 五

百 円

ハ 第 三 種 医 療 機 器 製 造 販 売 業 許 可 の 更 新 七 万 七 千 五 百

円
ニ 体 外 診 断 用 医 薬 品 製 造 販 売 業 許 可 の 更 新 十 一 万 六 千

五 百 円

三 万 八 千 円

二 万 八 千 円

十 四 万 六 千 三 百 円

十 二 万 八 千 九 百 円

別 表 の 九 十 の 項 中 「 薬 事 法 第 八 十 条 第 一 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 八 十 条 第 一 項 及 び 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、 「 、 医 薬 部 外

品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 医 薬 部 外 品 」 に 改 め 、 同 項 の イ の ()2 中 「 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 （ 一 般 ） の 区 分 」 を 削 り 、 同 項 の イ の ()3 中 「 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品

（ 包 装 、 表 示 又 は 保 管 ） の 区 分 」 を 削 り 、 同 項 の イ の ()7 か ら ()9 ま で を 削 り 、 同 項 の ロ 中 「 、 医 薬 部 外 品 若 し く は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 医 薬 部 外 品 」 に 改 め 、 「 又

は 医 療 機 器 の 設 計 及 び 開 発 」 を 削 り 、 同 表 の 九 十 の 二 の 項 中 「 薬 事 法 第 八 十 条 第 一 項 及 び 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 八 十 条 第 一 項 及 び 医 薬 品

医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、 「 、 医 薬 部 外 品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 医 薬 部 外 品 」 に 改 め 、 同 項 の イ の ()2 中 「 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 （ 一 般 ） の 区 分 」 を 削 り 、
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同 項 の イ の ()3 中 「 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 （ 包 装 、 表 示 又 は 保 管 ） の 区 分 」 を 削 り 、 同 項 の イ の ()7 か ら ()9 ま で を 削 り 、 同 項 の ロ 中 「 、 医 薬 部 外 品 若 し く は 医 療

機 器 」 を 「 又 は 医 薬 部 外 品 」 に 改 め 、 「 又 は 医 療 機 器 の 設 計 及 び 開 発 」 を 削 り 、 同 表 の 九 十 の 三 の 項 及 び 九 十 の 四 の 項 中 「 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 医 療 機

器 等 法 施 行 令 」 に 改 め 、 「 同 令 」 を 削 り 、 「 、 化 粧 品 又 は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 化 粧 品 」 に 改 め 、 同 表 の 九 十 の 五 の 項 及 び 九 十 の 六 の 項 中 「 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医

薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 」 に 、 「 （ 同 令 第 五 十 五 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 及 び 同 令 」 を 「 及 び 」 に 、 「 、 化 粧 品 若 し く は 医 療 機 器 」 を 「 又 は 化 粧 品 」

に 改 め 、 「 又 は 医 療 機 器 の 修 理 業 の 許 可 証 」 を 削 り 、 同 表 の 九 十 の 八 の 項 中 「 薬 事 法 施 行 規 則 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 」 に 改 め 、 同 項 を 同 表 の 九

十 八 の 項 と し 、 同 表 の 九 十 の 七 の 項 中 「 薬 事 法 施 行 規 則 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 規 則 」 に 、 「 書 換 え 交 付 」 を 「 書 換 交 付 」 に 改 め 、 同 項 を 同 表 の 九 十

七 の 項 と し 、 同 表 の 九 十 の 六 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

九 十 一 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 三 十 七 条 の 二 第 一 項 及 び 第 八 十 条 第 三 項 の 規 定 に 基

づ く 医 療 機 器 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 の 製 造 販 売 業 の 許 可 証 の 書 換 交 付

九 十 二 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 三 十 七 条 の 三 第 一 項 及 び 第 八 十 条 第 三 項 の 規 定 に 基

づ く 医 療 機 器 又 は 体 外 診 断 用 医 薬 品 の 製 造 販 売 業 の 許 可 証 の 再 交 付

九 十 三 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 三 十 七 条 の 九 第 一 項 （ 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第

五 十 五 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 及 び 第 八 十 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ く 医 療 機 器

若 し く は 体 外 診 断 用 医 薬 品 の 製 造 業 の 登 録 証 又 は 医 療 機 器 の 修 理 業 の 許 可 証 の 書 換 交 付

九 十 四 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 三 十 七 条 の 十 第 一 項 （ 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第

五 十 五 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 及 び 第 八 十 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ く 医 療 機 器

若 し く は 体 外 診 断 用 医 薬 品 の 製 造 業 の 登 録 証 又 は 医 療 機 器 の 修 理 業 の 許 可 証 の 再 交 付

九 十 五 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 四 十 三 条 の 四 第 一 項 及 び 第 八 十 条 第 四 項 の 規 定 に 基

づ く 再 生 医 療 等 製 品 の 製 造 販 売 業 の 許 可 証 の 書 換 交 付

九 十 六 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 施 行 令 第 四 十 三 条 の 五 第 一 項 及 び 第 八 十 条 第 四 項 の 規 定 に 基

づ く 再 生 医 療 等 製 品 の 製 造 販 売 業 の 許 可 証 の 再 交 付

二 千 五 百 円

三 千 四 百 円

二 千 五 百 円

三 千 四 百 円

二 千 五 百 円

三 千 四 百 円

（ 徳 島 県 食 の 安 全 安 心 推 進 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 徳 島 県 食 の 安 全 安 心 推 進 条 例 （ 平 成 十 七 年 徳 島 県 条 例 第 百 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 二 号 中 「 す べ て 」 を 「 全 て 」 に 、 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 」 に 、 「 及 び 同 条 第 二 項 」 を
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「 、 同 条 第 二 項 」 に 、 「 を 除 く 」 を 「 及 び 同 条 第 九 項 に 規 定 す る 再 生 医 療 等 製 品 を 除 く 」 に 改 め る 。

第 十 二 条 第 三 項 第 三 号 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 」 に 、 「 医 薬 品 」 を 「 医 薬 品 又 は 再 生 医 療 等

製 品 」 に 改 め る 。

（ 徳 島 県 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 徳 島 県 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 条 例 （ 平 成 二 十 四 年 徳 島 県 条 例 第 七 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 六 号 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 」 に 、 「 第 二 条 第 十 四 項 」 を 「 第 二 条 第 十 五 項 」 に 改

め る 。
第 十 二 条 第 二 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 」 に 改 め る 。

附 則

1 こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 六 年 十 一 月 二 十 五 日 か ら 施 行 す る 。

2 薬 事 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 八 十 四 号 ） 附 則 第 六 十 三 条 （ 第 一 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） の 規 定 に よ り な お 従 前 の 例 に よ る こ と と さ

れ る 体 外 診 断 用 医 薬 品 及 び 医 療 機 器 に 係 る 製 造 販 売 業 の 許 可 並 び に 製 造 業 の 許 可 及 び 許 可 の 区 分 の 変 更 又 は 追 加 の 許 可 の 申 請 に 対 す る 審 査 に 係 る 手 数 料 に つ

い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

3 薬 事 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 附 則 第 六 十 三 条 第 二 号 に 掲 げ る 申 請 に 係 る 同 条 の 規 定 に よ り な お 従 前 の 例 に よ る こ と と さ れ る 同 法 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正

前 の 薬 事 法 （ 昭 和 三 十 五 年 法 律 第 百 四 十 五 号 ） 第 十 四 条 第 六 項 の 規 定 に 基 づ く 体 外 診 断 用 医 薬 品 及 び 医 療 機 器 の 製 造 販 売 の 承 認 を 受 け よ う と す る と き に 受 け

な け れ ば な ら な い 適 合 性 調 査 に 係 る 手 数 料 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

提 案 理 由

薬 事 法 の 一 部 が 改 正 さ れ 、 再 生 医 療 等 製 品 の 特 性 を 踏 ま え た 規 制 が 新 設 さ れ た こ と 等 に 伴 い 、 関 係 条 例 に つ い て 所 要 の 改 正 を 行 う 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の

条 例 案 を 提 出 す る 理 由 で あ る 。

初校

３０

平成26年9月議案その2



徳 島 県 農 林 水 産 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

徳 島 県 農 林 水 産 関 係 手 数 料 条 例 （ 平 成 十 二 年 徳 島 県 条 例 第 四 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 の 二 十 八 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 」 に 改 め 、 「 昭 和 三 十 五 年 法 律 第 百 四 十 五 号 」 の 下

に 「 。 以 下 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 と い う 。 」 を 加 え 、 同 表 の 二 十 九 の 項 か ら 三 十 の 五 の 項 ま で の 規 定 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 に 改 め 、 同 表 の

三 十 の 六 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 に 、 「 か ら 三 十 二 の 項 ま で 」 を 「 、 三 十 一 の 項 及 び 三 十 二 の 項 」 に 、 「 賃 貸 業 」 を 「 貸 与 業 」 に 改 め 、 同 表

の 三 十 の 七 の 項 中 「 薬 事 法 」 を 「 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 」 に 、 「 賃 貸 業 」 を 「 貸 与 業 」 に 改 め 、 同 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

三 十 の 八 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 四 十 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 再 生 医 療 等 製 品 （ 専 ら 動

物 の た め に 使 用 さ れ る こ と が 目 的 と さ れ て い る も の に 限 る 。 三 十 の 九 の 項 か ら 三 十 二 の 項

ま で に お い て 同 じ 。 ） の 販 売 業 の 許 可 の 申 請 に 対 す る 審 査

三 十 の 九 医 薬 品 医 療 機 器 等 法 第 四 十 条 の 五 第 四 項 の 規 定 に 基 づ く 再 生 医 療 等 製 品 の 販 売 業

の 許 可 の 更 新 の 申 請 に 対 す る 審 査

二 万 九 千 円

一 万 千 円

別 表 の 三 十 一 の 項 及 び 三 十 二 の 項 中 「 薬 事 法 施 行 令 」 を 「 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 施 行 令 」 に 、 「 許 可 証 又 は 」

を 「 許 可 証 、 」 に 、 「 賃 貸 業 」 を 「 賃 与 業 の 許 可 証 又 は 再 生 医 療 等 製 品 の 販 売 業 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 六 年 十 一 月 二 十 五 日 か ら 施 行 す る 。

第 十 号

徳 島 県 農 林 水 産 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て

徳 島 県 農 林 水 産 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 六 年 九 月 二 十 五 日 提 出

徳 島 県 知 事 飯 泉 嘉 門

第 十 号 徳 島 県 農 林 水 産 関 係 手 数 料 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て
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提 案 理 由

薬 事 法 の 一 部 が 改 正 さ れ た こ と に 伴 い 、 再 生 医 療 等 製 品 の 販 売 業 の 許 可 の 申 請 に 対 す る 審 査 等 に 係 る 手 数 料 を 定 め る 等 の 必 要 が あ る 。 こ れ が 、 こ の 条 例 案 を

提 出 す る 理 由 で あ る 。
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事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

広域漁港整備事業等 鳴 門 市 地域水産物供給基盤整備事
業
水産物供給基盤機能保全事
業

10，000，000

50，000，000

1，400，000

7，000，000

14

14

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 60，000，000 8，400，000 ―

阿 南 市 水産物供給基盤機能保全事
業 5，000，000 700，000 14

牟 岐 町 広域漁港整備事業 45，000，000 5，000，000 10・12

美 波 町 水産物供給基盤機能保全事
業
県単独漁港漁場整備事業

140，000，000

22，775，000

19，600，000

4，555，000

14

20

小 計 162，775，000 24，155，000 ―

海 陽 町 広域漁港整備事業
水産物供給基盤機能保全事
業

30，000，000

40，000，000

4，200，000

5，600，000

14

14

小 計 70，000，000 9，800，000 ―

第11号

平成26年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について

平成26年度広域漁港整備事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円 ％

第11号 平成26年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について
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提案理由

平成26年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出

する理由である。

松 茂 町 水産物供給基盤機能保全事
業 5，000，000 700，000 14
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第12号

平成26年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について

平成26年度県営土地改良事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 土 地 改 良 事 業 徳 島 市 県営かんがい排水事業

広域営農団地農道整備事業

湛水防除事業

30，000，000

20，000，000

70，000，000

7，500，000

2，000，000

10，500，000

2．5／10以内

1／10以内

1．5／10以内

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

小 計 120，000，000 20，000，000 ―

鳴 門 市 基幹農道整備事業

経営体育成基盤整備事業

地盤沈下対策事業

国営付帯県営農地防災事業

80，000，000

200，000，000

5，000，000

30，000，000

6，880，000

45，000，000

300，000

2，250，000

0．86／10以内

2．25／10以内

0．6／10以内

1．5／10以内

小 計 315，000，000 54，430，000 ―

小 松 島 市 経営体育成基盤整備事業

地盤沈下対策事業

100，000，000

10，000，000

7，500，000

600，000

2．25／10以内

0．6／10以内

小 計 110，000，000 8，100，000 ―

円 円

第12号 平成26年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について
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阿 南 市 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
経営体育成基盤整備事業

老朽ため池等整備事業

20，000，000

150，000，000

150，000，000

15，000，000

2，000，000

22，500，000

7，500，000

2，700，000

1／10以内

1．5／10以内

2．25／10以内

2．5／10以内

小 計 335，000，000 34，700，000 ―

吉 野 川 市 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業

老朽ため池等整備事業

70，000，000

5，000，000

16，000，000

6，020，000

500，000

3，200，000

0．86／10以内

1／10以内

2．5／10以内

小 計 91，000，000 9，720，000 ―

阿 波 市 県営農道整備事業

経営体育成基盤整備事業

30，000，000

40，000，000

7，500，000

5，665，000

2．5／10以内

2．25／10以内

小 計 70，000，000 13，165，000 ―

美 馬 市 県営かんがい排水事業

広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
老朽ため池等整備事業

50，000，000

16，000，000

30，000，000

48，000，000

12，500，000

1，600，000

4，500，000

9，600，000

2．5／10以内

1／10以内

1．5／10以内

2．5／10以内

小 計 144，000，000 28，200，000 ―

三 好 市 広域営農団地農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業
老朽ため池等整備事業

70，000，000

100，000，000

25，000，000

7，000，000

15，000，000

5，000，000

1／10以内

1．5／10以内

2．5／10以内

小 計 195，000，000 27，000，000 ―
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勝 浦 町 基幹農道整備事業

広域営農団地農道整備事業

老朽ため池等整備事業

57，000，000

40，000，000

28，000，000

4，902，000

4，000，000

840，000

0．86／10以内

1／10以内

2．5／10以内

小 計 125，000，000 9，742，000 ―

上 勝 町 広域営農団地農道整備事業 40，000，000 4，000，000 1／10以内

那 賀 町 広域営農団地農道整備事業 15，000，000 1，500，000 1／10以内

牟 岐 町 中山間地域農村活性化総合
整備事業 10，000，000 1，500，000 1．5／10以内

海 陽 町 老朽ため池等整備事業 10，000，000 600，000 2．5／10以内

松 茂 町 地盤沈下対策事業 20，000，000 1，200，000 0．6／10以内

藍 住 町 地盤沈下対策事業 30，000，000 1，800，000 0．6／10以内

板 野 町 国営付帯県営農地防災事業 45，000，000 3，375，000 1．5／10以内

上 板 町 県営かんがい排水事業

県営農道整備事業

70，000，000

8，000，000

17，500，000

2，000，000

2．5／10以内

2．5／10以内

小 計 78，000，000 19，500，000 ―

つ る ぎ 町 広域営農団地農道整備事業 20，000，000 2，000，000 1／10以内

東みよし町 広域営農団地農道整備事業

県営農道整備事業
中山間地域農村活性化総合
整備事業

30，000，000

20，000，000

50，000，000

3，000，000

5，000，000

7，500，000

1／10以内

2．5／10以内

1．5／10以内

小 計 100，000，000 15，500，000 ―

初校

３７

平成26年9月議案その2



提案理由

平成26年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項及び土地改良法第91条第6項の規定により議決を経る必要があ

る。これが，この案件を提出する理由である。

再校

３８

平成26年9月議案その2



提案理由

平成26年度農地保全に係る地すべり防止事業費に対する受益町負担金について，地すべり等防止法第31条第2項の規定により議決を経る必要がある。これ ，が

この案件を提出する理由である。

第13号

平成26年度農地保全に係る地すべり防止事業費に対する受益町負担金について

平成26年度農地保全に係る地すべり防止事業費の一部を次のとおり受益町に負担させるものとする。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

農地保全地すべり防止事

業

那 賀 町 地すべり対策事業 24，000，000 4，000，000 1／6 事業費を増額又は減額
した場合は，事業費に対
する負担金の割合に応
じ，知事は負担金を増額
又は減額することができ
る。

円 円

第13号 平成26年度農地保全に係る地すべり防止事業費に対する受益町負担金について

再校

３９

平成26年9月議案その2



40初校

平成26年9月議案その2



提案理由

平成26年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出す

る理由である。

第14号

平成26年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について

平成26年度県営林道開設事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 営 林 道 開 設 事 業 美 馬 市 森林基幹道 300，000，000 32，100，000 10．7 事業費を増額又は減額
した場合は，事業費に対
する負担金の割合に応
じ，知事は負担金を増額
又は減額することができ
る。

那 賀 町 森林基幹道 280，000，000 29，960，000 10．7

海 陽 町 森林基幹道 140，000，000 14，980，000 10．7

つ る ぎ 町 森林基幹道 70，000，000 7，490，000 10．7

円 円 ％

第14号 平成26年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について

初校

４１

平成26年9月議案その2



42初校

平成26年9月議案その2



第15号

平成26年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について

平成26年度県営都市計画事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県営都市計画事業等 徳 島 市 公共街路事業

県単独街路事業

鉄道高架事業

緊急地方道路整備事業
旧吉野川流域下水道建設事
業

880，000，000

17，800，000

25，000，000

390，000，000

7，083，000

88，000，000

1，780，000

6，250，000

39，000，000

1，770，750

1／10

1／10

2．5／10

1／10

2．5／10

事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。
小 計 1，319，883，000 136，800，750 ―

鳴 門 市 旧吉野川流域下水道建設事
業 15，844，500 3，961，125 2．5／10

小 松 島 市 緊急地方道路整備事業 100，000，000 10，000，000 1／10

石 井 町 緊急地方道路整備事業 100，000，000 10，000，000 1／10

松 茂 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 3，496，500 874，125 2．5／10

北 島 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 6，030，000 1，507，500 2．5／10

円 円

第15号 平成26年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について

再校

４３

平成26年9月議案その2



提案理由

平成26年度県営都市計画事業費等に対する受益市町負担金について，地方財政法第27条第2項及び下水道法第31条の2第2項の規定により議決を経る必要が

ある。これが，この案件を提出する理由である。

藍 住 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 9，576，000 2，394，000 2．5／10

板 野 町 旧吉野川流域下水道建設事
業 2，970，000 742，500 2．5／10

初校

４４

平成26年9月議案その2



事 業 の 名 称 負担市町村 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 単 独 砂 防 事 業 等 鳴 門 市 県単独砂防事業 6，800，000 340，000 5／100 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

阿 波 市 県単独砂防事業 1，700，000 425，000 25／100

美 馬 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

20，000，000

2，975，000

1，000，000

743，750

5／100

25／100

小 計 22，975，000 1，743，750 ―

三 好 市 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

94，000，000

2，550，000

6，200，000

637，500

5／100・1／10

25／100

小 計 96，550，000 6，837，500 ―

勝 浦 町 急傾斜地崩壊対策事業 20，000，000 2，000，000 1／10

佐那河内村 県単独砂防事業 2，125，000 531，250 25／100

第16号

平成26年度県単独砂防事業費等に対する受益市町村負担金について

平成26年度県単独砂防事業費等の一部を次のとおり受益市町村に負担させるものとする。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

円 円

第16号 平成26年度県単独砂防事業費等に対する受益市町村負担金について

再校

４５

平成26年9月議案その2



提案理由

平成26年度県単独砂防事業費等に対する受益市町村負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出

する理由である。

那 賀 町 急傾斜地崩壊対策事業 30，000，000 1，500，000 5／100

牟 岐 町 急傾斜地崩壊対策事業 40，000，000 2，500，000 5／100・1／10

美 波 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

35，000，000

20，825，000

1，750，000

1，041，250

5／100

5／100

小 計 55，825，000 2，791，250 ―

海 陽 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

163，000，000

14，875，000

13，300，000

743，750

5／100・1／10

5／100

小 計 177，875，000 14，043，750 ―

つ る ぎ 町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

60，000，000

1，700，000

3，000，000

425，000

5／100

25／100

小 計 61，700，000 3，425，000 ―

東みよし町 急傾斜地崩壊対策事業

県単独砂防事業

10，000，000

2，550，000

500，000

637，500

5／100

25／100

小 計 12，550，000 1，137，500 ―

初校

４６

平成26年9月議案その2



第17号

平成26年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について

平成26年度県単独道路事業費の一部を次のとおり受益市町村に負担させるものとする。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負担市町村 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

県 単 独 道 路 事 業 徳 島 市 道路局部改良事業 74，400，000 11，160，000 15 事業費を増額又は減額

した場合は，事業費に対

する負担金の割合に応

じ，知事は負担金を増額

又は減額することができ

る。

鳴 門 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

7，440，000

425，000

1，116，000

42，500

15

10

小 計 7，865，000 1，158，500 ―

小 松 島 市 道路局部改良事業 5，580，000 837，000 15

阿 南 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

27，900，000

425，000

4，185，000

42，500

15

10

小 計 28，325，000 4，227，500 ―

吉 野 川 市 道路局部改良事業 14，880，000 2，232，000 15

阿 波 市 道路局部改良事業 26，970，000 4，045，500 15

円 円 ％

第17号 平成26年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について

再校

４７

平成26年9月議案その2



美 馬 市 道路局部改良事業

交通安全対策事業

53，010，000

1，530，000

7，951，500

153，000

15

10

小 計 54，540，000 8，104，500 ―

三 好 市 道路局部改良事業 46，500，000 6，975，000 15

勝 浦 町 道路局部改良事業 6，510，000 976，500 15

上 勝 町 道路局部改良事業 7，440，000 1，116，000 15

佐那河内村 道路局部改良事業 7，440，000 1，116，000 15

石 井 町 道路局部改良事業 1，860，000 279，000 15

神 山 町 道路局部改良事業 23，250，000 3，487，500 15

那 賀 町 道路局部改良事業

交通安全対策事業

25，110，000

510，000

3，766，500

51，000

15

10

小 計 25，620，000 3，817，500 ―

牟 岐 町 道路局部改良事業 9，300，000 1，395，000 15

美 波 町 道路局部改良事業 9，300，000 1，395，000 15

海 陽 町 道路局部改良事業 9，300，000 1，395，000 15

松 茂 町 道路局部改良事業 1，860，000 279，000 15

板 野 町 道路局部改良事業

交通安全対策事業

3，720，000

595，000

558，000

59，500

15

10

再校

４８

平成26年9月議案その2



提案理由

平成26年度県単独道路事業費に対する受益市町村負担金について，道路法第52条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理

由である。

小 計 4，315，000 617，500 ―

上 板 町 道路局部改良事業

交通安全対策事業

6，510，000

255，000

976，500

25，500

15

10

小 計 6，765，000 1，002，000 ―

つ る ぎ 町 道路局部改良事業

交通安全対策事業

10，230，000

510，000

1，534，500

51，000

15

10

小 計 10，740，000 1，585，500 ―

東みよし町 道路局部改良事業 27，900，000 4，185，000 15

初校

４９

平成26年9月議案その2



50初校

平成26年9月議案その2



提案理由

平成26年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について，地方財政法第27条第2項の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

第18号

平成26年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について

平成26年度港湾建設事業費の一部を次のとおり受益市に負担させるものとする。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

事 業 の 名 称 負 担 市 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

港 湾 建 設 事 業 徳 島 市 港湾環境整備事業 7，074，000 1，061，100 15 事業費を増額又は減額
した場合は，事業費に対
する負担金の割合に応
じ，知事は負担金を増額
又は減額することができ
る。

阿 南 市 港湾改修事業 90，000，000 13，500，000 15

円 円 ％

第18号 平成26年度港湾建設事業費に対する受益市負担金について

再校

５１

平成26年9月議案その2



52初校

平成26年9月議案その2



1 工 事 名 徳島県総合情報通信ネットワークシステム再整備工事

2 工 事 箇 所 徳島県内一円

3 工 期 徳島県議会の議決のあった日の翌日から平成28年3月25日まで

4 契 約 金 額 3，726，000，000円

5 契 約 の 方 法 一般競争入札

6 契 約 の 相 手 方 三菱電機・三笠電機 徳島県総合情報通信ネットワークシステム再整備工事共同企業体

代表構成員 東京都千代田区丸の内二丁目7番3号

三菱電機株式会社

代 表 執 行 役 柵 山 正 樹

代理人

高松市寿町1丁目1番8号

三菱電機株式会社四国支社

支 社 長 宮 本 敦 央

構 成 員 徳島市かちどき橋四丁目5番地2

三笠電機株式会社

代 表 取 締 役 三 笠 忠 克

第19号

徳島県総合情報通信ネットワークシステム再整備工事の請負契約について

次のとおり工事の請負契約を締結する。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第19号 徳島県総合情報通信ネットワークシステム再整備工事の請負契約について

再校

５３

平成26年9月議案その2



提案理由

工事の請負契約について，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第2条の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を

提出する理由である。

初校

５４

平成26年9月議案その2



1 工 事 名 街路工事
2 路 線 名 徳島東環状線
3 工 事 箇 所 徳島市安宅2丁目 末広住吉高架橋上部工
4 工 期 徳島県議会の議決のあった日の翌日から平成28年3月10日まで
5 契 約 金 額 518，400，000円
6 契 約 の 方 法 一般競争入札
7 契 約 の 相 手 方 オリエンタル白石・浅石建設街路工事末広住吉高架橋上部工建設工事共同企業体

代表構成員 東京都江東区豊洲五丁目6番52号
オリエンタル白石株式会社
代表取締役社長 井 岡 隆 雄

代理人
徳島県徳島市昭和町一丁目11番地
オリエンタル白石株式会社四国営業所
所 長 沖 野 卓 偉

構 成 員 徳島市末広2丁目1番24－1号
株式会社 浅石建設
代 表 取 締 役 浅 石 登

第20号

徳島東環状線街路工事末広住吉高架橋上部工の請負契約について

次のとおり工事の請負契約を締結する。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第20号 徳島東環状線街路工事末広住吉高架橋上部工の請負契約について

再校

５５

平成26年9月議案その2



提案理由

工事の請負契約について，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第2条の規定により議決を経る必要がある。これが，この案件を

提出する理由である。

初校

５６

平成26年9月議案その2





58初校

平成26年9月議案その2



提案理由

平成25年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算について，地方自治法第233条第3項の規定により認定に付する必要がある。これが，

この案件を提出する理由である。

第22号

平成25年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算の認定について

平成25年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認
定に付する。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第22号 平成25年度徳島県一般会計歳入歳出決算並びに各特別会計歳入歳出決算の認定について

再校

５９

平成26年9月議案その2



60初校

平成26年9月議案その2



提案理由

平成25年度徳島県病院事業会計決算について，地方公営企業法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由

である。

第23号

平成25年度徳島県病院事業会計決算の認定について

平成25年度徳島県病院事業会計の決算を監査委員の意見を付けて，別冊のとおり議会の認定に付する。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第23号 平成25年度徳島県病院事業会計決算の認定について

初校

６１

平成26年9月議案その2



62初校

平成26年9月議案その2



提案理由

平成25年度徳島県電気事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成25年度徳島県電気事

業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第24号

平成25年度徳島県電気事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成25年度徳島県電気事業会計の剰余金を処分し，平成25年度徳島県電気事業会計の決算を監査
委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第24号 平成25年度徳島県電気事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

初校

６３

平成26年9月議案その2



64初校

平成26年9月議案その2



提案理由

平成25年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成25年度徳島県

工業用水道事業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第25号

平成25年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成25年度徳島県工業用水道事業会計の剰余金を処分し，平成25年度徳島県工業用水道事業会計
の決算を監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第25号 平成25年度徳島県工業用水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

初校

６５

平成26年9月議案その2



66初校

平成26年9月議案その2



提案理由

平成25年度徳島県土地造成事業会計決算について，地方公営企業法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する

理由である。

第26号

平成25年度徳島県土地造成事業会計決算の認定について

平成25年度徳島県土地造成事業会計の決算を監査委員の意見を付けて，別冊のとおり議会の認定に付する。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第26号 平成25年度徳島県土地造成事業会計決算の認定について

初校

６７

平成26年9月議案その2



68初校

平成26年9月議案その2



提案理由

平成25年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分について，地方公営企業法第32条第2項の規定により議決を経る必要があり，あわせて平成25年度徳島県駐車

場事業会計決算について，同法第30条第4項の規定により議会の認定に付する必要がある。これが，この案件を提出する理由である。

第27号

平成25年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

別冊のとおり，平成25年度徳島県駐車場事業会計の剰余金を処分し，平成25年度徳島県駐車場事業会計の決算を
監査委員の意見を付けて，議会の認定に付する。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

第27号 平成25年度徳島県駐車場事業会計剰余金の処分及び決算の認定について

初校

６９

平成26年9月議案その2



70初校

平成26年9月議案その2



相 手 方 請 求 の 趣 旨

美馬市美馬町字滝宮55番地
株式会社 深来組

()1 金3，343，000円及びこれに対する平成26年7月12日から支払済みまで年5％の割合による金
員を支払え。
()2 訴訟費用は相手方の負担とする。
との判決及び第1項についての仮執行の宣言を求める。

第28号

訴えの提起に係る専決処分の承認について

地方自治法第179条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第3項の規定により報告し，承認
を求める。

平 成26年 9 月25日 提 出

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

訴 え の 提 起 に つ い て

和解金請求に関し，次のとおり訴えを提起する。

平 成26年 7 月30日 専 決

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和解金請求

第28号 訴えの提起に係る専決処分の承認について

再校

７１

平成26年9月議案その2



提案理由

訴えの提起について，地方自治法第179条第1項の規定により専決処分したので，同条第3項の規定により報告し，その承認を求める必要がある。これが，こ

の案件を提出する理由である。

初校

７２

平成26年9月議案その2



報告第1号

徳島県継続費精算報告書について

地方自治法施行令第145条第2項の規定により，徳島県継続費精算報告書を次のとおり報告する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

款 項 事業名 年度

全 体 計 画 実 績 比 較

年 割 額

左 の 財 源 内 訳

支出済額

左 の 財 源 内 訳 年割
額と
支出
済額
の差

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源
特 定 財 源

一般財源
特 定 財 源 一般

財源国支出金 地 方 債 そ の 他 国支出金 地 方 債 そ の 他 国支
出金

地方
債

その
他

8土木費 2
道 路
橋りょ
う 費

園瀬橋
上部工
架 設
事 業

23 250，000，
000
137，500，

000
101，000，

000
11，500，

000
250，000，

000
137，500，

000
101，000，

000
11，500，

000 0 0 0 0

24 100，000，000
55，000，

000
45，000，

000
100，000，

000
55，000，

000
45，000，

000 0 0 0

25 24，837，000
13，660，

000
10，000，

000 1，177，00024，836，350
13，659，

992
10，000，

000 1，176，358 650 8 0 642

計 374，837，
000
206，160，

000
156，000，

000
12，677，

000
374，836，

350
206，159，

992
156，000，

000
12，676，

358 650 8 0 642

平成23年度徳島県継続費精算報告書

1 一 般 会 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

報告第1号 徳島県継続費精算報告書について

再校

７３

平成26年9月議案その2



74初校

平成26年9月議案その2



款 項 事 業 名 年度

全 体 計 画 実 績 比 較

年 割 額

左 の 財 源 内 訳
支 払
義 務
発 生 額

左 の 財 源 内 訳 年 割 額
と 支 払
義 務
発 生
額 の 差

左 の 財 源 内 訳

営 業 収 益 損 益 勘 定
留 保 資 金 営 業 収 益 損 益 勘 定

留 保 資 金 営 業 収 益 損 益 勘 定
留 保 資 金

1事業費用 1営業費用
日 野 谷
発 電 所
屋 外 機 器
取 替 事 業

23 1，643，000 1，643，000 1，643，000 1，643，000 0 0

24 4，461，000 4，461，000 4，385，706 4，385，706 75，294 75，294

25 35，551，000 35，551，000 28，873，618 28，873，618 6，677，382 6，677，382

計 41，655，000 41，655，000 34，902，324 34，902，324 6，752，676 6，752，676

1資 本 的
支 出 1建 設

改 良 費

日 野 谷
発 電 所
屋 外 機 器
取 替 事 業

23 146，285，000 146，285，000146，285，000 146，285，000 0 0

24 427，337，000 427，337，000422，550，800 422，550，800 4，786，200 4，786，200

報告第2号

徳島県電気事業会計継続費精算報告書について

地方公営企業法施行令第18条の2第2項の規定により，徳島県電気事業会計継続費精算報告書を次のとおり報告
する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

平成23年度徳島県電気事業会計継続費精算報告書

円 円 円 円 円 円 円 円 円

報告第2号 徳島県電気事業会計継続費精算報告書について

再校

７５

平成26年9月議案その2



25 52，338，000 52，338，000 42，093，491 42，093，491 10，244，509 10，244，509

計 625，960，000 625，960，000610，929，291 610，929，291 15，030，709 15，030，709

再校

７６

平成26年9月議案その2



報告第3号

平成25年度決算に係る健全化判断比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項の規定により，平成25年度決算に係る健全化判断比率を
別冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

実 質 赤 字 比 率 連結実質赤字比率 実 質 公 債 費 比 率 将 来 負 担 比 率

―

（3．75）

―

（8．75）

20．1

（25．0）

197．5

（400．0）

（備考） 実質赤字額及び連結実質赤字額がないため，「―」と記載した。（ ）内は，早期健全化基準を記載した。

％％ ％ ％ ％

報告第3号 平成25年度決算に係る健全化判断比率の報告について

初校

７７

平成26年9月議案その2



78初校

平成26年9月議案その2



報告第4号

平成25年度決算に係る資金不足比率の報告について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第1項の規定により，平成25年度決算に係る資金不足比率を別
冊監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

会 計 名 資 金 不 足 比 率

徳 島 県 流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 ―

徳 島 県 港 湾 等 整 備 事 業 特 別 会 計 ―

徳 島 県 病 院 事 業 会 計 ―

徳 島 県 電 気 事 業 会 計 ―

徳 島 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 ―

徳 島 県 土 地 造 成 事 業 会 計 ―

徳 島 県 駐 車 場 事 業 会 計 ―

（備考） 資金不足額がないため，「―」と記載した。

％

報告第4号 平成25年度決算に係る資金不足比率の報告について

初校

７９

平成26年9月議案その2



80初校

平成26年9月議案その2





たり24，700円の支払義務があることを認める。
4 住宅の明渡しまでの賃料相当損害金を支払う。
及び，これに加えて，前項の滞納分の469，000円
については，次のとおり分割し，毎月末日限り，
支払う。
()1 平成26年9月から平成30年6月まで，毎月
10，000円ずつ
()2 平成30年7月限り，9，000円
5 県は，平成26年9月以降，受領する金員のうち
12，500円を超える金額については，滞納分の分割
金の支払に充当する。

6 第4項の滞納分支払を怠り，従前滞納分割金の
滞納額が合計20，000円に達したときは，当然に同
項の期限の利益を失い，残額を直ちに支払うとと
もに，住宅を直ちに明け渡す。

再校

８２

平成26年9月議案その2



損害賠償の額の決定及び和解について

交通事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第6号

損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

名西郡石井町在住 1名 762，346 平成26年3月20日 名西郡石井町地内 平成26年8月28日

徳島市在住 1名 63，942 平成26年4月8日 徳島市地内 平成26年8月28日

鳴門市在住 1名
香川県丸亀市所在 1法人 637，454 平成26年2月10日 板野郡松茂町地内 平成26年8月29日

板野郡上板町在住 1名 261，828 平成26年3月11日 板野郡板野町地内 平成26年8月29日

阿波市在住 1名 194，490 平成26年6月5日 阿波市地内 平成26年8月29日

阿波市在住 1名 8，100 平成26年6月29日 阿波市地内 平成26年8月29日

円

報告第6号 損害賠償（交通事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

再校

８３

平成26年9月議案その2



84初校

平成26年9月議案その2



損害賠償の額の決定及び和解について

道路事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第7号

損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

美馬市在住 1名 56，000 平成23年7月19日 美馬市地内
（県道穴吹塩江線） 平成26年7月16日

板野郡上板町在住 1名 125，000 平成26年2月18日 板野郡上板町地内
（県道鳴門池田線） 平成26年7月16日

板野郡板野町在住 1名 26，000 平成26年2月18日 板野郡上板町地内
（県道鳴門池田線） 平成26年7月16日

徳島市在住 1名 29，000 平成26年1月3日 名東郡佐那河内村地内
（国道438号） 平成26年8月7日

徳島市在住 1名 230，400 平成26年4月30日 徳島市地内
（県道徳島環状線） 平成26年8月7日

三好市在住 1名 148，000 平成26年6月1日 三好市地内
（県道腕山宮石線） 平成26年8月7日

円

報告第7号 損害賠償（道路事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

再校

８５

平成26年9月議案その2



86初校

平成26年9月議案その2



損害賠償の額の決定及び和解について

学校事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第8号

損害賠償（学校事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

板野郡藍住町在住 1名 104，324 平成26年6月26日 板野郡板野町
県立板野支援学校 平成26年9月4日

円

報告第8号 損害賠償（学校事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

再校

８７

平成26年9月議案その2



88初校

平成26年9月議案その2



損害賠償の額の決定及び和解について

捜査活動に伴う物損事故に関し，県の義務に属する損害賠償の額を次のとおり決定し，和解する。

報告第9号

損害賠償（捜査活動に伴う物損事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により，次のとおり専決処分したので，同条第2項の規定により報告する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

和 解 の 相 手 方 賠 償 金 額 事故発生年月日 事 故 発 生 場 所 専決処分年月日

徳島市在住 1名 6，102 平成26年6月16日 徳島市地内 平成26年8月29日
円

報告第9号 損害賠償（捜査活動に伴う物損事故）の額の決定及び和解に係る専決処分の報告について

再校

８９

平成26年9月議案その2
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報告第10号

地方独立行政法人徳島県鳴門病院の平成25年度に係る業務の実績に関する評価結果について

地方独立行政法人法第28条第5項の規定により，地方独立行政法人徳島県鳴門病院の平成25年度に係る業務の実
績に関する評価結果を別冊のとおり報告する。

平 成26年 9 月25日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門

報告第10号 地方独立行政法人徳島県鳴門病院の平成25年度に係る業務の実績に関する評価結果について

初校

９１

平成26年9月議案その2
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�
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